
令和 5年度事業報告書
(令和 5年 4月 1口 ～令和 6年 3月 31日 )

特定非営利活動法人 たすけあい組織鼓楼

1 事業の成果

新型コロナウイルス感染症が、 2類相当から5類に 5月 より引き下げられましたが、

ボランティアや子ども食堂利用者はほとんどなく体業状態で今後の課題となる。

介護保険法に基づく居宅介護支援事業及び訪問介護支援事業については、感染予防に注

意しながら訪聞調査、相談支援、利用者さんのニーズに合わせた支援を行いました。

訪問介護支援事業は、利用者やヘルパーの高齢化に伴い施設への入所や退職に伴 う影響

もあり、コロナ禍以降縮小傾向にあり対策が必要となっている。

通所介護事業所では、マスク着用、手指消毒、換気等に気を付けてカラオケも短時間の

使用とし、バイタルチェック体調管理、食事等に気を配り対応 しました。

宅老所事業は、感染症予防対策として、部屋ごとの換気・手指消毒・娯楽室でのマスク

着用に注意し、面会についても急用以外は極力伝言書面で対応。

これからも、関係機関との連携を密にして高齢者や障がい者の生きがい、健康づくり、

認知症予防支援等、自宅や地域で自分らしく生活できるよう、今後も支援していきたい。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に関わる事業

定款の事業名 事業内容
実施

日R寺
実施場所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人数

支出額

(千円)

高齢者及び障害

者の福祉に関す

る課題や要望な

どに関する継続

的訪問調査な ら

びに研究に関す

る事業

高齢者 (独居や高齢者

を含む世帯)及び障害
者の福祉に関する課題
の訪問調査  等

随時
別府市及び

近隣市町村
2人 250

高齢者及び障害

者の福祉に関す

る課題や要望な

どに対する問題

解決へのボラン

ティア活動

ボランティア派遣

情報収集及び1清報発信

活動等

地域住民ふれあいサー

ビス

サポー トボランティア

等

随時

大分県及び

別府市及び

近隣市町村

6人
別府市及び

近隣市町村
4,982

介護保険法に基
づく居宅介護支

援事業

訪問調査

相談

調整

要介護認定の申請代行

介護計画作成

情報収集

随時
別府市及び

近隣市町村
1人
別府市及び

近隣市町村
8,991

介護保険法に基
づく訪問介護事

業及び介護予防
訪問介護事業

ヘルパー派遣

研修調査

情報収集 等

随時
別府市及び

近隣市町村
6人
別府市及び

近隣市町村
7,618



介護保険法に基
づく通所介護事

業及び介護予防

通所介護事業

機能訓練
ヘルスチェック

相談調整

計画作成 等

随時
別府市及び

近隣市町村
8人 別府市及び

近隣市町村
46,185

障害者 自立支援

法に基づく障害

福祉サービス事

業

介護計画作成
ヘルパー派遣

研修調査 等

随時 別府市扇山

6‐ 1‐ 3

2人 別府市及
び

近隣市町村
490

宅老所及び宅幼

所

宿泊施設 (ボランティア)
一時預かり

季節行事

相談援助

随時 別府市扇山

6‐ 1‐ 3

4人
別府市及び

近隣市町村
13,179

交流型デイサー

ビス事業

交流型デイサービス

軽食

相談調整

随時
別府市及び

近隣市町村
0人 別府市及び

近隣市町村
0

ボランティア及

び福祉に関わる

人材の育成

外部研修会への参加

内部研修     等 随時
別府市及び

近隣市町村
1人
別府市及び

近隣市町村
または県外

0

福社のための有

償移送

道路運送法第 4条によ
る移送

随時
別府市及び

近隣市町村
0人
別府市及び

近隣市町村

または県外

0

地域ボランティ
アによる福祉有

償移送

ボランティア会員によ

る会員間の福祉有償移

送

随時
別府市及び

近隣市町村
会員

ボランティ

ア会員 40

人

0

行政の福祉に関

する委託事業

要介護認定の申請代行

障害者支援事業

随時 別府市及び

近隣市町村
6人
別府市及び

近隣市町村

※居宅支援

事業及び障

害者支援事

業等に含ま

れる。

住宅セーフティ

ネット法に基づ

く支援事業

入居前支援

入居後支援
死亡退去時支援

随時
別府市及び

近隣市町村
0人 別府市及

び

近隣市町村
0

その他 目的を達

成するための事

業及び括動

研修

調査、企画

法人内所掌事務

必要に応 じて 0



(法第28条第1項関係書式)

将 重h辞営 歳

令和5年 4月 1日 ～令和6年 3月 3¬ 日

たすけあし

科    目 額 (単位 :円 )金

I経常収益

1受取会費
年会費 54,000 54,000

2受取寄付金
0 0

継続的訪間調査事業収益

受取寄付金

9.事業収益

0

ボランティア事業収益 0

居宅介護支援事業収益

訪問介護事業収益

通所介護事業収益 6815571803

5,775,520

61264,477

障害者支援事業収益 0

0小規模多機能事業収益

宅老所事業収益 201757,324

デイサービス事業収益 0

人材育成事業収益 0

福祉移送事業収益 0

地域ボラ移送事業収益

行政委託事業収益 0

その他事業収益 0 1011355,124

4,その他収益

受取利息 943

受取配当金 2,000

雑収入 518,600 521,543

1011980,667経常収益 計

H経常費用

(司 )人件費

1.事業費

常勘給与手当 30,940,159

賞与 8,378,000

5,941,776非常勤・登録給与

法定福利費 8,211,302

厚生費 117,730

人件費 計 59,588,967

(2)その他経費

食材仕入 5,048,023

物品仕入 2,522,870

委託費 0

水道光熱費

行事費

1,6571535

34,049

減価償却費 3.5711232

租税公課

賃借料

衛生責

12,3481900

228,542

54,000

消耗品費

通信費

新聞図書費

教育訓練費

1,5191180

757.399

82.000

6.000

雑費 2201540

その他経費 計 28,056,210

事業費 計 8116451177



(法第28条第1項関係書式)

活動計算善
令和5年 4月 刊日～令和6年 3月 3刊 国

特 た

科    目 金 頼 (単位 :円 )

2,管理費

101,987.285

(1)人件費

常勤給与手当 11,7001000

人件費 計 11,7001000

(2)その他経費

旅費交通費 200

広告宣伝費 131000

減価償却費 4681545

賃借料

修経費

通信費

241,780

583,071

8,810

租税公課 2561200

交際費 3231220

保険料

備品消耗品費

9,268,074

2091319

管理諸費 1,704,689

会議費 211800

雑貴 11412,044

支払利息 661356

法人税等 711000

その他経費 計 81642.108

管理費 計 20,342,108

経常費用 計

当期経常増減額 -50,618

Ⅲ経常外収益

50,514

固定資産売却益

貸倒引当金戻入

経常外収益 計

38,589

111925

Ⅳ経常外資用

退職金

経常外費用 計

当期正昧財産増減額

0

0

-6,104

142,439,688

1421433,584

前期繰趣正昧財産額

次期線越正味財産額

※特定非営利活動促進法第28条第¬項の収支計算書を活動計算書と呼んでいます。



(法第28条第1項関係書式)

貸  借  封  照  表
令和6年 3月 31日 現在

85,205,89

4,001,428

2,400,000

13,019,673

223,130

280,000

9,624,700

131,000

4

114,627,842

16,911,901

2,712,159

2

1,906,216

135,551

783,005

22,448,834

0

200,000

25,000

16,444,927

41

16,711,187

153,787

740,679

188,300

6,595,737

487.520

71

8,083,236

3)271,043

3,271,043

11,354,279

(ヽ ,10年

142,433,584 142,433,

l流動資産

現金

普通預金

定期預金

定期積金

売掛金

商品

原材料

未収入金

未収選付法人税等

貸倒引当金△

流動資産合計

2有形固定資産

建物

建物附属設備

構築物

車両運搬具

工具・器具・備品

リース資産

有形固定資産合計

3無形固定資産

無形固定資産合計

4投資その他の資産

出資金

敷金

長期前払費用

リサイクル預託金

投資その他の資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

短期借入金

未l′、金

未払費用

傾り金

未払法人税等

流動負債合計

2固定負債
長期未払金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

正味財産

(うち基本金)

(うち当期■味財産オ営加額)

正味財産合計

負債及び正味財産合計 153,787



(法第28条第 lI貝関係書式)

財 録産   目
令和6年 3月 31ロ ヂjRし在

特 た

木

470

85.205,895

4.004.428

2400.000

13,019,673

11,897,11514

280,000

1,119,219

1g,300

223,130

9.624.700

546

131,000

11

16,911,901

2

2,712,159

1,906,216

135,551

783`005

0

200.000

25,000

16.444.927

15,942125?

502,675

41、 260

11

188300

740.679

188,300

6,595,737

a,261i8:36

12,4121401

1921,500

71,000

487.520

1

3,271.043

3,271.043

一(i10`|

142,433.584

142433584

l 資産の部
流動資産
}九金(手許有高)

普通預金(2行 8本)

定期預金(1行 2本 )

定期積金(1行 2本)

売掛金

大分県国民健康保F父団体連合会

利用者個人負担分
別府市役所

商品(介護用品)

原材料(食材)

未収入金 (保険移行返戻金)

未収選付法人税等

貸倒引当令△

流動資産合計

有形固定資産
建物 (内部造作)、 交流館、サロン

構築物
建物附属設備
車輌運搬具
工具 ,器具・備品

リース資産

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

投資その他の資産
出資金(1本 )

敷金

長期前払費用

前払保険料
車分割金利他

ツサイクル預託命(4台分)

投資その他の資産合計

資産の部合計

Ⅱ 負債の部
流動負債
未払企
電気代等諸経費

未払費用
職員給与 3ナl分
社会保険料 3月 分
地代、家賃

未払法人税等(確定申告)

短期借入金 (l町1員一時立替)

預り金(源泉所得税)

流動負債合計
固定負債

長期未 lと、金(申:両分割金)

固定負債合計
負債の部合計

Ⅲ 正味財産の部
正味財産
(うち当すサ1正味財産増加額)
正味財産合計
正味財産の部計
負債及び正味財産合計 153787863


